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こんな時、どうするの？ 廃棄物か有価物か 

  
 

  今月号は、平成 17年に環境省が発出した規制改革通知の Q&Aをご紹介します。廃棄物か 

 有価物かは、おから裁判により、物の性状、排出の状況、通常の取り扱い形態、取引価値の 

 有無、占有者の意思を総合的に判断することになりましたが、この業界では永遠のテーマか 

 もしれません。 
 

「廃棄物」か否か判断する際の輸送費の取扱い等の明確化  
１ 産業廃棄物の占有者（排出事業者等）がその産業廃棄物を、再生利用又は電気、熱若しく

はガスのエネルギー源として利用するために有償で譲り受ける者へ引渡す場合において

は、引渡し側が輸送費を負担し、当該輸送費が売却代金を上回る場合等当該産業廃棄物の

引渡しに係る事業全体において引渡し側に経済的損失が生じている場合であっても、少な

くとも、再生利用又はエネルギー源として利用するために有償で譲り受ける者が占有者と

なった時点以降については、廃棄物に該当しないと判断しても差し支えないこと。 
 
２ 上記１の場合において廃棄物に該当しないと判断するに当たっては、有償譲渡を偽装した

脱法的な行為を防止するため、「行政処分の指針」（平成 30年３月 30日付け環廃産発第 

18033028 号本職通知）第一の４の(2)において示した各種判断要素を総合的に勘案する必

要があるが、その際には、次の点にも留意する必要があること。 
 

（１）再生利用にあっては、再生利用をするために有償で譲り受ける者による当該再生利用が

製造事業として確立・継続しており、売却実績がある製品の原材料の一部として利用す

るものであること。 
 

（２）エネルギー源としての利用にあっては、エネルギー源として利用するために有償で譲り

受ける者による当該利用が、発電事業、熱供給事業又はガス供給事業として確立・継続

しており、売却実績がある電気、熱又はガスのエネルギー源の一部として利用するもの

であること。 
 

（３）再生利用又はエネルギー源として利用するための技術を有する者が限られている、又は

事業活動全体としては系列会社との取引を行うことが利益となる等の理由により遠隔地

に輸送する等、譲渡先の選定に合理的な理由が認められること。 
 
３ なお、廃棄物該当性の判断については、上述の「行政処分の指針」第一の４の(2)の②にお

いて示したとおり、法の規制の対象となる行為ごとにその着手時点における客観的状況か

ら判断されたいこと。 
 
Ｑ．再生利用が予定されている産業廃棄物について、再生利用の入口となる、引渡し（輸送）の

過程で廃棄物処理法の規制を及ぼすのは、円滑なリサイクル市場の発展を阻害するのではな

いか。  
Ａ．廃棄物処理法が他人に有償で売却することができない物を廃棄物としてとらえて規制を及ぼ

しているのは、たとえそれが他者に引き渡した後に再生処理等により有償で売却できるもの

になるとしても、今その物を占有している者にとって不要である場合、ぞんざいに扱われ生

活環境保全上の支障を生じるおそれがあることによるものである。このように、廃棄物につ

いて、いずれ有償売却されることや再生利用されることを理由に廃棄物処理法の規制を及ぼ

さないことは不適切であり、再生利用するために有償で譲り受ける者が占有者となるまでは、

廃棄物処理法の規制を適用する必要がある。 
 
Ｑ．ガソリンスタンドや自動車整備工場、各種工場から排出される廃油（廃潤滑油等）の大部分

は、廃油再生業者によって回収され、燃料として再生利用されている。排出事業者と廃油再

生業者との間の取引は、回収量や運搬距離によっては廃油再生業者が排出事業者に対して適

正な対価を支払う有償取引が一部行われることもあるが、再生利用が困難な有害物を含有す

る可能性があることなどから、廃油取引市場一般としては有償取引が行われているとは言い
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難い状況にある。こうした状況においては、廃油（廃潤滑油等）の回収行為について産業廃

棄物収集運搬業の許可を取得する必要はあるか。  
Ａ．１回の取引のみで有償性を判断するのではなく、当該事業者の事業全体で有償取引が行われ

ていると認められない限りは、産業廃棄物収集運搬業の許可を取得する必要がある。 
 
Ｑ．有償で譲り受ける者が占有者となる時点以前についての廃棄物該当性はどうなるのか。例え

ば収集運搬については、輸送費が売却代金を上回っている場合には産業廃棄物の収集運搬と

判断されるのか。  
Ａ．取引価値を有すると判断するための基準として、本通知において示した「行政処分の指針」

においては「客観的に見て当該取引に経済的合理性があること」としているが、販売価格よ

り運送費が上回ることのみをもってただちに「経済的合理性がない」と判断するものではな

く、廃棄物該当性の判断については、法の規制の対象となる行為ごとに、その着手時点にお

ける客観的状況から、物の性状、排出の状況、通常の取扱い形態、取引価値の有無及び占有

者の意思等を総合的に勘案して判断する必要があるものであり、引渡し側から譲り受ける者

までの間の収集運搬についても、上述の総合的な判断が必要である。 
 
Ｑ．再生利用又はエネルギー源として利用するために有償で譲り受ける者が、引渡し側の排出事

業場等に譲り受ける物を引取りに行く場合、「再生利用又はエネルギー源として利用するた

めに有償で譲り受ける者が占有者となった時点」は譲り受ける者が当該物の引渡しを受けた

時点と解してよいか。  
Ａ．お見込みのとおり。ただし、本通知は、有償で譲り受ける者が占有者となった時点以降につ

いては廃棄物に該当しないと判断しても差し支えないことを示したのであり、当該時点以降

の廃棄物該当性の判断については、本通知中の２及び３で示したとおり行うものである。 

 

 


